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1. 概況マップ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

・2040 年を見据えた再エネの主力電源化のための施策展開に着手 
・系統用蓄電池の連系迅速化に向けて、接続ルールの見直しを進める方針 

経産省 

・政府実行計画の 2023 年度太陽光発電導入の実施状況をとりまとめ 
・「二国間クレジット制度」（JCM）に 2 事業を採択 政 

府 

地
方
自
治
体 

大創産業のダイソー118 店舗と物流センター2 ヶ所にオフサイト型コーポレート

PPA サービスを導入 
東北電力 

発
電
事
業
等 

みずほ

証券 

エムエル・パワー、ブルースカイソーラー等と、ノンリコース型プロジェクトファイ

ナンスによる営農型太陽光発電所を裏付け資産とする長期私募ファンドを組成 

金
融
関
連 

J パワー 

・クボタ、栃木県と茨城県の営農型太陽光発電事業を約 20MW に拡大 

・ヤンマーホールディングス、営農型太陽光発電と環境再生型農業を組み合わ

せ、農業生産者や農地所有者を支援するサービスを開始 

営
農
型 

新
会
社 

電
力
会
社 

・PAG リニューワブルズ、島根県浜田市のゴルフ場・浜田ゴルフリンクスに出力

29.9MW の浜田太陽光発電所（仮称）の建設を計画 

・大阪ガスとブルースカイソーラーは、北海道、青森県、岩手県で合計 8MW の太陽

光発電所を開発 

・ENEOS リニューアブル・エナジー、グリーンエナジー・プラスと中部エリアにおいて、

50 件・5MW 規模の低圧太陽光発電所の開発で協業 

米国テキサス州の太陽光発電事業に総額 2.7 億ドルを投じることを決定 

・東京ガス、三井住友信託銀行と組み、中小規模の太陽光発電所を開発して運

営する新会社を立ち上げ 

・良品計画、JERA との共同出資により太陽光発電事業を行う「合同会社 MUJI 

ENERGY（ムジエナジー）」を設立 

開
発 

国交省 

環境省 

国土交通省環境行動計画を改定、再エネの供給拡大 

総務省 データセンターと再生可能エネルギー発電所をセットで輸出する事業モデルを支援 

富山県 

富山市 

未利用の市有地に北陸電力とオフサイト PPA 方式で 1.52MW の太陽光発電設

備を設置 
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2. 固定価格買取制度（FIT）認定状況の概況 
 

2025年7月8日現在、全国の事業計画認定を受けた20kW以上の案件の発電出力合計は

59.3GW（事業計画認定量、2025年5月31日時点）となり、前月末時点から横ばいとなった。 

 
図1 認定および運転開始量と事業計画認定を受けたものの発電出力の比較 

 
FIT制度での累積認定量と累積導入量が2024年12月末時点に更新され、太陽光発電の累積認

定量は75.1GW、このうち運転開始量は70.0GWであった。2023年3月末に約4GWが認定失効、

4月以降の認定失効分も反映されている。累積運転開始量が最も多いのは10～50kWで18.4GW、

次いで2MW以上が17.3GWとなった。 

 

図2 規模別の累積認定量および運転開始量 
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各電力会社（一般送配電事業者）における太陽光発電の接続申込み状況を図3に示す。2021
年4月1日以降は、東京、中部、関西エリアを含む全エリアにおいて、無制限・無補償ルール

が適用されている。 
太陽光発電の導入量が増加し、最小需要*に対して、太陽光の導入量が上回っているエリア

がある。太陽光発電と風力発電の導入量が軽負荷期の需要を上回るエリアが増えており、再

エネ出力制御量も増加していることから、出力制御の低減に向けた対策が検討されている。 
 
* 最小需要とは、2024年4月から5月6日までの休日（GWを含む）の需要に占める変動再エネ

の割合（＝（太陽光＋風力）／需要）が最大となる日の需要 
 

 
図 3 電力会社への接続申込み状況と各エリアの最小需要 

 

注）北海道・東京・中部・北陸（2025年5月末）、東北・関西・中国・四国・九州・沖縄（4月末）、沖縄（3月末） 

出典：各電力会社資料から（株）資源総合システムが作成 
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2.1 事業計画認定状況
2.1-1 認定量と運転開始量、最新の事業計画認定情報

出典：経済産業省資料から（株）資源総合システムが作成 0

旧FITおよび新FIT制度での認定量・運転開始量

事業
認定 154,180件・

28,418MW
274,977件・
45,388MW

395,858件・
59,324MW

2017年9月15日時点 同年12月31日時点 2025年5月31日時点3ヶ⽉程度で
約17GW
増加

14GW
増
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2.1-2 規模別の事業計画認定量（2025年5月31日時点）

1出典：経済産業省資料から（株）資源総合システムが作成
© RTS Corporation

事業認定

※発電出⼒20kW以上

2,000kW以上は、
20GW程度

2,000kW以上の発電出⼒が最⼤、次いで20〜50kW
計395,858件、発電出⼒59.3GW *

• 新規認定を受けている、またはみなし認定から新制度への移⾏が完了した案件、
紙媒体で提出された新規・変更認定申請と届出については2025年2月28日時点
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2.1-3 都道府県別の事業計画認定（2025年5月31日時点）

出典：経済産業省資料から（株）資源総合システムが作成

事業認定

※発電出⼒20kW以上

計395,858件、発電出⼒59.3GW *
• 新規認定を受けている、またはみなし認定から新制度への移⾏が完了した案件、
紙媒体で提出された新規・変更認定申請と届出については2025年2月28日時点

© RTS Corporation

2.2 規模別・都道府県別ランキング（2025年5月31日時点）
単位：MW

20kW以上
50kW未満

50kW以上
500kW未満

500kW以上
1,000kW未満

1,000kW以上
2,000kW未満 2,000kW以上 合計

上
位

茨城県 1,277 茨城県 412 茨城県 535 茨城県 1,027 福島県 2,350 茨城県 4,261 

千葉県 886 愛知県 403 千葉県 296 千葉県 828 宮城県 1,473 福島県 3,451 

群馬県 872 群馬県 361 兵庫県 266 福岡県 622 栃木県 1,058 千葉県 2,956 

栃木県 795 静岡県 346 栃木県 241 栃木県 620 岡山県 1,046 栃木県 2,947 

⿅児島県 673 三重県 345 三重県 238 北海道 613 茨城県 1,009 三重県 2,679 
三重県 643 兵庫県 315 ⿅児島県 237 ⿅児島県 558 三重県 933 群馬県 2,500 
静岡県 549 千葉県 270 群馬県 228 兵庫県 534 北海道 871 兵庫県 2,438 
愛知県 509 ⻑野県 250 愛知県 202 三重県 519 兵庫県 820 宮城県 2,349 
兵庫県 503 埼玉県 240 福岡県 193 群馬県 491 山口県 713 ⿅児島県 2,259 
岐阜県 485 栃木県 234 埼玉県 174 福島県 443 ⿅児島県 695 北海道 2,154 

下
位

石川県 77 大分県 40 神奈川県 39 神奈川県 86 ⼭梨県 78 新潟県 384 
神奈川県 64 鳥取県 39 鳥取県 39 奈良県 83 滋賀県 77 鳥取県 366 
鳥取県 61 福井県 36 島根県 32 新潟県 82 神奈川県 54 島根県 350 
新潟県 55 沖縄県 34 ⻘森県 31 鳥取県 81 埼玉県 52 神奈川県 285 
富山県 46 岩手県 30 新潟県 31 福井県 80 佐賀県 46 秋田県 278 
秋田県 45 新潟県 20 山形県 23 富山県 80 富山県 30 山形県 277 
島根県 45 山形県 20 福井県 22 山形県 79 徳島県 29 富山県 267 
福井県 40 ⻘森県 15 秋田県 22 和歌山県 62 福井県 22 沖縄県 225 

山形県 38 東京都 14 東京都 11 沖縄県 33 沖縄県 19 福井県 200 

東京都 36 秋田県 11 沖縄県 9 東京都 22 東京都 0 東京都 82 

出典：経済産業省資料から（株）資源総合システムが作成

事業認定

※発電出⼒20kW以上
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4.9-7 みなし⼩売と新電⼒の契約⼝数

2016年4月に小売全面自由
化され、新電⼒の低圧電灯
（家庭向け）契約口数が堅
調に増加

新電⼒

みなし小売事業者

出典：電⼒・ガス取引監視等委員会資料から（株）資源総合システムが作成
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4.9-8 小売電気事業者の月間スイッチング実績

出典：電⼒・ガス取引監視等委員会資料から（株）資源総合システムが作成
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9出典：電⼒取引報結果等を基に（株）資源総合システムが作成

電気・ガス価格激変緩和対策事業による補助⾦：
2023年1月使用分（2⽉検針分）〜8月使用分（9⽉検針）の値引き単価：低圧 7.0円/kWh、高圧3.5円/kWh
2023年9月使用分（10⽉検針）〜2023年12月分（1⽉検針）の値引き単価：低圧3.5円/kWh、高圧1.8円/kWh
2024年1月使用分（2⽉検針）〜2024年4月分（5⽉検針）の値引き単価：低圧3.5円/kWh、高圧1.8円/kWh
2024年5月使用分（6⽉検針）の値引き単価：低圧1.8円/kWh、高圧0.9円/kWh

再エネ賦課⾦単価
2022年5⽉分〜2023年4⽉分：3.45円/kWh
2023年5⽉分〜2024年4⽉分：1.40円/kWh
2024年5⽉分〜2025年4⽉分：3.49円/kWh

*低圧は低圧電灯および低圧電⼒

酷暑乗り切り緊急⽀援
2024年8・9⽉使⽤分の値引き単価：低圧 4.0円/kWh、高圧 2.0円/kWh
2024年10⽉使⽤分の値引き単価：低圧 2.5円/kWh、高圧 1.3円/kWh

エネルギー価格の支援
2025年1・2⽉使⽤分の値引き単価：低圧 2.5円/kWh、高圧 1.3円/kWh
2025年3⽉使⽤分の値引き単価：低圧 1.3円/kWh、高圧 0.7円/kWh

4.9-9 販売電⼒量と販売額から算定される電気料⾦単価の推移
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